
Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

33 ☆ ふるさと島根定住推 483,739 ○ふるさと島根定住財団を中心に、市町村や関 454,914 ○事業費精査 地域振興部

進事業 係団体が連携したＵＩターンを促進するため [地域政策課]

の施策を強化

【定住情報提供・相談】

・島根県単独で定住相談会を東京、大阪、

広島に加え、名古屋、福岡でも開催

・定住アドバイザーの配置

【交流・体験】

・産業体験を行う者の滞在費の助成につい

て、他自治体との競争力を高めるため、助

成額を拡充

【職業】

・ＵＩターン希望者に県内企業の無料職業

紹介を実施

・ＵＩターン者起業支援【新規】

県内の地域課題の解決や地域資源の活用を

考える県外在住者を対象にﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝを公

募。優秀なﾌﾟﾗﾝに償金を授与するとともに

起業を支援

【住居確保】

・空き家改修に対する市町村等の取組を促す

ため、助成額の上限を拡充

【受入体制強化】

・市町村における相談から定住後のフォロー

までワンストップで対応できる職員（定住

支援員）の配置を支援

34 ☆ 島根県産業人材育成 39,406 ○地域レベルにおいて、産業人材を育成・確保 35,126 ○事業費精査 商工労働部

・確保事業 することにより地域産業の振興を図るため、 [雇用政策課]

産学官が連携した取り組みを支援

・産業界と教育現場が連携して教育プログラ

ムの構築や県内 就職支援ができる環境整

備を行うコーディネーターを配置・中核的

な経営者を対象にセミナーを実施

・理工系学生の県内企業就職促進支援



Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

35 経対 緊急雇用創出事業 4,652,865 ○県、市町村が一時的な雇用・就業機会を創出 4,652,865 ○要求どおり 商工労働部

（緊急雇用創出事業 する事業を実施 [雇用政策課]

臨時特例基金） 【雇用創出目標】Ｈ２３ 約２，８００人 ほか

①緊急雇用創出事業

〔主な予定事業（県実施分）〕

・米トレーサビリティ体制整備事業

・緊急土砂災害危険箇所調査事業

・道路空間リフレッシュ事業

〔主な予定事業（市町村実施分）〕

・郷土館収蔵物整理事業

・観光地美化保全事業

・松くい虫等危険木処理事業

②重点分野雇用創造事業

重点分野における民間企業やＮＰＯ等を活

用した雇用創出事業、地域失業者を新たに

雇用し就業するために必要な知識・技術を

習得するための研修事業

〔主な予定事業（県実施分）〕

・介護雇用創造プログラム事業

・県産品販路拡大専門員設置事業

・島根県の中小企業を担う若手人材育成事

業

〔主な予定事業（市町村実施分）〕

・特別支援教育支援員配置事業

・新卒未就職者スキルアップ事業

・水産業担い手育成事業

※重点分野：介護、医療、農林水産、環境・

エネルギー、観光、地域社会雇用、教育・

研究及び地域ニーズに応じた成長分野

36 経対 ふるさと雇用再生特 1,788,328 ○県、市町村が地域の雇用創出のために、求職 1,788,328 ○要求どおり 商工労働部

別交付金事業 者の雇用機会を創出する事業を実施 [雇用政策課]

（ふるさと雇用再生 【雇用創出目標】Ｈ２３ 約４１０人

特別基金） 〔主な事業（県実施分）〕

・地域密着型プロスポーツチーム設立を核

とした新しい街づくりによる雇用創出事

業

・インターネット古書販売による障がい者

雇用創出事業

・観光案内と旅行商品開発事業

〔主な事業（市町村実施分）〕

・Ruby活用普及事業

・石見神楽関連商品開発事業

・離島発 新たな地域教育モデル事業



Ⅰ 活力あるしまね

５．雇用・定住の促進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

37 経対 中小企業雇用創出特 220,000 ○雇用・就業機会の創出を図るため、中小企業 220,000 ○要求どおり 商工労働部

別支援事業 が事業を拡大し、新たに新規学卒者等を正規 [雇用政策課]

雇用する場合の経費を助成

・事業主体：県内に事業所を有する中小企業

・補助要件：新規・拡大事業に従事させる労

働者として、新規学卒者等を1

名以上正規に雇用

・補助率：県２／３

38 経対 雇用調整助成金を活 29,520 ○国の雇用調整助成金制度を活用した企業の人 29,520 ○要求どおり 商工労働部

用した教育訓練支援 材育成及び雇用 維持を支援するため、高等 [雇用政策課]

事業 技術校において、様々な職種に対応した講義

等の教育訓練を実施

39 経対 新卒・若年者研修支 18,940 ○県内企業の人材育成を支援し、採用意欲を高 18,940 ○要求どおり 商工労働部

援事業 めるとともに、人材の定着、技能承継を推進 [雇用政策課]

・内定者、新人・若年者を対象に社会人とし

ての基礎的研修を実施

・企業が国の実践型人材養成システムを活用

して取り組む企業外研修を高等技術校で実

施


